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バイデン大統領による大統領令は、連邦レベルでサイバーセキュリ

ティに対する迅速な変更と多額の投資をもたらす可能性がある。

9月に新しいガイドラインとして連邦政府との契約に劇的な変革が予想

される。

すべての連邦行政機関全体で標準化された手順に準拠し続けるため

に、連邦政府、行政機関のコントラクター、関係者は必要な準備、ネッ

トワークの更新の検討が望まれる。

5月、バイデン大統領は、サイバーセキュリティの脅威を特定し、抑止し、検出

し、サイバーセキュリティの脅威から保護し、これに対応するための新しいガイ

ドラインの確立を求める大統領令を発令しました。本大統領令は、サイバー脅

威に対する米国の対応を強化する方策として8項目を挙げいます。主に予防と

計画の方策に焦点を当てていますが、対応についても含まれています。

大統領は、「絶えず変化するサイバーセキュリティの脅威に対する最善の適応」

と、開発する製品が「サイバーセキュリティ上、安全に構築され、動作する」こと

をいかに確立するかについて、民間セクターへの指導により、「模範を示す」こ

とを目指しています。また本大統領令は、「重大な変化と多額の投資」の必要

と、「より安全なサイバースペースを育成するために連邦政府と提携すること」を

民間セクターに呼びかけています。
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